
海外移住による相続税対策：メリットとリスクの徹底分析
海外移住による相続税対策は、究極の節税策として語られることがありますが、実際には極めて厳格な要件と多くのリスクを伴う高度な戦略で

す。このページでは、検討されている方々に必要な情報を徹底解説します。



海外移住による相続対策の基本的な仕組み

相続税ゼロの国々

日本は世界的に見ても相続税率が高い国の

一つです。一方、シンガポール、オースト

ラリア、カナダ、マレーシアなどは、相続

税や贈与税が廃止されている国々です。

国外財産の課税除外

一定の要件を満たせば、被相続人（財産を

遺す人）と相続人（財産を受け取る人）が

海外に保有する財産は、日本の相続税の課

税対象から外れる可能性があります。

実現のハードル

しかし、この対策を実現するには、極めて

厳格な条件をクリアする必要があります。

多くの方にとって、実現可能性は限定的と

いえるでしょう。

海外移住による相続税対策は、理論上は大きな節税効果を期待できますが、実際の適用には様々な条件があります。以下のカードでは、具体的な

要件とリスクについて詳しく解説していきます。



「10年ルール」という乗り越えるべき最大の壁

日本の相続税の課税を回避するための最大の障壁が、通称「10年ルール」です。これ
は、被相続人（親など）と相続人（子など）の両方が、相続開始前10年を超えて日本
国内に住所を有していないことを原則とする非常に厳しい要件です。

親子両方の長期海外居住が必須条件となります

過去10年以内に日本国内に居住歴があると適用されません

親だけが海外移住しても、子が日本に住んでいれば効果はありません

この厳しい要件により、親子そろって10年以上海外で生活を続けることは、現実的に
極めてハードルが高いと言えます。特に、子どもが日本で就職・結婚している場合な

どは、実質的に不可能なケースも少なくありません。

重要な注意点

単なる「住所登録の移転」や「形式的な海外

滞在」では不十分です。税務当局は実質的な

生活拠点がどこにあるかを、家族の居住地、

日本での滞在日数、生活の本拠などから総合

的に判断します。



出国時課税制度（出国税）という大きな障壁

対象者

時価1億円以上の有価証券等を所有する人が海外へ転出する際に適用されま
す。富裕層ほど影響を受けやすい制度です。

課税内容

まだ売却していない株式などの含み益（取得価額と時価の差額）に対して、

出国時に所得税が課される仕組みです。

重大なリスク

多額の含み益がある場合、出国するだけで巨額の納税資金が必要になる可能

性があります。

この制度は、海外に住む親族へ資産を相続または贈与する場合にも適用されます。納税猶

予の制度もありますが、手続きは複雑であり、担保の提供や継続的な手続きが必要となる

ため、長期的な管理負担が生じます。含み益の大きい資産を保有している場合は、この制

度だけで相続税対策としての海外移住のメリットが大きく減少する可能性があります。



国内財産に対する課税は継続される現実

たとえ10年ルールをクリアしたとしても、課税を免れるのはあくまで国外にある財産に限られます。日本国
内にある以下の財産は、引き続き日本の相続税の課税対象となります：

国内不動産

日本国内の土地・建物はすべて課税対象となり

ます。自宅、投資用不動産を問わず対象です。

国内金融資産

日本の銀行口座の預貯金、日本の証券会社で保

有する有価証券なども課税対象です。

国内事業資産

日本国内の事業用資産、日本法人の株式なども原則として課税対象となります。

つまり、資産の大部分が日本国内にある場合は、海外移住による相続税対策の効果は限定的となります。効

果を最大化するには、資産の大部分を海外に移転する必要がありますが、それには為替リスクや管理の複雑

さなど、別の問題が生じます。



移住先での新たな税務問題に直面する可能性

居住者判定

日本の税務 移住先の税務

国内所得課税 国外源泉課税

二重課
税リス

ク

租税条約

適用要否

二重課税のリスク
日本と移住先の両国から所得税や相続税が課される可能性があります。外国税額控除などの調整措置はありますが、手続きは煩雑です。例えば、日本と税務条約を締結していない国では、
より深刻な二重課税の問題が生じる可能性があります。

移住先の税制
移住先の国で、相続税以外の税金（所得税、固定資産税、キャピタルゲイン税など）が日本より高くなる可能性があります。相続税がなくても、他の税金で総合的に見れば負担が増える場
合もあるため、総合的な税負担を検討する必要があります。

情報交換の強化

近年はCRS（共通報告基準）という制度により、各国の税務当局が金融口座情報を自動的に交換しています。そのため、海外資産の申告漏れは以前よりも格段に発覚しやすくなっています。タックスヘイブンとされる国への資産移転も、以前より監視が厳しくなっています。

海外資産の評価、為替レートの換算、現地の法律の確認、納税証明書の取得など、申告手続きは極めて複雑になるため、専門家への依頼費用も考慮する必要があります。



その他の実務上の課題と対応

各種控除の適用制限
海外移住により日本の「非居住者」となると、日本国内の居住者であれば受けられるはずの所得控除や、相続税の未成年者控除など

が利用できなくなる場合があります。これにより、思わぬ税負担増加が生じる可能性もあります。

納税管理人の選任義務
日本での税務手続きを代行する「納税管理人」を選任する必要が生じることがあります。これにより、追加の手続きや費用が発生し

ます。納税管理人には、税理士や弁護士など、専門知識を持つ人物を選任することが望ましいでしょう。

さらに、国内外の専門家（税理士、弁護士、会計士など）への依頼が必須となるため、多大な時間とコストがかかります。特に国際

税務に精通した専門家は限られており、費用も高額になりがちです。

実務上の負担

海外での生活に加え、複数国での税務申告や資産管理など、実務的な負担は

想像以上に大きくなります。



結論：慎重な判断と専門家への相談が不可
欠

10年ルールと出国税という二つの大きな障壁
海外移住による相続税対策は、理論上の節税効果は大きいものの、「10年ルー
ル」と「出国税」という二つの巨大なハードルが存在します。これらをクリ

アできるケースは極めて限定的であり、多くの方にとっては非現実的な選択肢

と言えるでしょう。

安易な計画の危険性

十分な検討なしでの海外移住は、節税どころか、予期せぬ高額な課税や二重

課税、複雑な手続きといった深刻な問題を引き起こすリスクをはらんでいま

す。海外での生活適応の問題も含め、総合的な判断が必要です。

他の相続対策との比較検討

海外移住を検討する際は、その選択が本当に合理的か、国内で実行可能な他

の相続対策（生命保険、不動産活用、生前贈与など）と比較し、国際相続に

精通した税理士などの専門家と綿密に相談した上で、慎重に判断することが

絶対に不可欠です。


